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「原発」国民投票実施に関する公開質問状への回答

日本共産党

l、 原発稗働の是非を開う国民投票を実施するための手続きを制定することについて、賛

成ですか反対ですか

賛成 どちら力あといえ!ゴ賛成 どちらかといえば反対  反対、から選択

回答の理由

「原発ゼロ」は世界の趣勢であり、多くの国民の願いで丸 日本共産党は再稼働の中

止と「即時原発ゼロ」の決断を日本政府に追っていますょ主権者の意思を反映すると

いう意味で、国民投票は一つの方法だと考えますが、そのやり方については、豊富な

資金を持つ電力業界による世論誘導キャンペーンをどう規制し、公正な投票を確保す

るかなど慎重な検討が必要だと考えていま曳

2、 姉 7次エネルギー基本計画では、原子力発電について「優れた安定供給性と技術自給

平を有する自律性が高い電源であり、他電源とそん色のないコスト水準で変動も少な

い。また、天候に左右されず一定出力で安定的に発電可能な脱陵素電源」としてお

り、2040年度の国内の発電電力量に占める割合を2096程度と見通していま魂 同計

画の原子力に関する政策について、賛成ですか、反対ですか

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかと言えば反対 囲

回答の理由

東京電力福島第一原発の事故 (2011年)では、大量の放射性物質が放出され、自治体

丸ごとの避難を余儀なくされ、故郷を追われました。このような危険を抱える原発は

社会的に受け入れがたいもので免

また原発は高ヨストで経済性がないだけでなく、再エネ普次の障害となっていま魂

太陽光発電など再エネは、電力の2割以上を担つていますが、「電力が余る」ときに原

発を穂働させつつ再エネ電力を抑制する事態が広がつていますと国民の安全を守り、

持続可能な社会を目指すために、速やかに原発ゼロを実現すべきで丸

3、 2011年に発生した福島第一原夕との事故以降、多 くの自治体で原発再稼働を巡る住民投

票条例の制定を求める直接請求が、地方自治法第 74条にもとづいて実施されてきま

したが、議会で可決された例は一つもありません。原発再ア蘇働に限ら式 直接請求に
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より住民投票の条例案が識金に提出されても、否決される例が多くなっていま魂
一方、地方自治体によっては―定の署名数が集まりさえすれt素 議会の過半数による

賛成がなくても住民投票が実施されるとする独自の住民投票条例をもうけているとこ

ろもあります3当会としては、地方における住民投票が全国的に今よりも実施されや

すくするための地方自治体法の改正を検討すべきだと考えていま丸 この改正の検討
に賛成するかどうか

囲   どちらかと言えば賛成  どちらかと言え越閣  反対、から選択

回答の理由

日本共産党は、住民投票の実現のために、各界の皆さんと力をあわせて取 り組んでき

ましたが、法制化の実現は必要だと考えていま丸


